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はじめに 

 
教育研究用機器転倒防止ガイドラインＷＧ長 

源栄 正人（災害科学国際研究所） 

 

 2011年3月11日の東日本大震災により東北大学では、学内での人的被害はなかったが、甚大な物的被

害をもたらした。施設関連では工学研究科を中心に解体を余儀なくされた建物をはじめ多くの建物で構造

躯体の被害ばかりでなく非構造・設備の被害をももたらした。また、地盤災害やライフラインの被害も甚

大であった。 

 一方、教育研究用の室内備品の被害も甚大であり、被害総額は約245億に達した。被害は地盤構造によ

る大きな揺れをもたらした青葉山キャンパスの工学系研究科の被害が大きな割合を占め、部局による被害

額の差は顕著であった。被害額の内訳を分析すると高額な実験機器の被害（1000万円以上約400件、うち

1億円以上は約30件）が大きく、その対策の重要性が指摘されるとともに、全学共通の本棚等の什器、PC

等の被害も目立ち、その転倒防止対策が急務となった。 

 甚大な被害を受けた工学研究科では、震災後、室内備品等の地震対策ガイドラインを作成してきている。

しかし、全学における室内備品等の地震対策は必ずしも十分ではなく、ガイドライン作成に至っていな

かったため、新たな災害対策アクションプラン作成検討プロジェクト・チームのもとに教育研究用機器転

倒防止ガイドラインＷＧを立ち上げ現地調査や業者ヒアリングを行うなど全学的なガイドライン策定に向

けた検討を行ってきた。その結果として、高額な実験機器になるほど地震対策を行う上での課題があり、

対策が必ずしも十分に進んでいないことが判明した。その主な内容として、①高額な機器の地震対策が

メーカーに依存しており、発注仕様書（設計仕様）に地震対策が盛り込まれていない機器が多いのが現状

であること、②機器の固定などの対策を行うと、本来機器に求められる精度や機能を発揮せず、使用性と

安全性を併せて満足するような対策が必ずしも容易ではないこと、③不完全な対策では、かえって本体や

利用材料によって危険性・物的損害が大きくなる可能性があること、④固定を行うことで弱い地震でも繊

細な部品は破損する可能性があること、⑤実験機器の地震対策に利用できる十分な強度を有する支持点

（画桟など）の情報など、施設（不動産）と実験機器（動産）の調整に係わる相談窓口がないことなどが

挙げられる。 

 さらに、キャンパス再生に当たって採用される免震建物内に設置される機器の耐震性能については新た

な検討が必要であり、今後の検討課題となっている。 

 以上のような調査結果等を踏まえ、本ＷＧにおいては次に示すガイドライン作成の基本方針に則り、全

学的な教育研究用機器の転倒防止ガイドラインを作成することとした。 

 
 ［ガイドライン作成の基本方針］ 

 

  1） 学内各キャンパス、各部局における機器、室内備品類の被害に係る調査を実施し検討した結果、 

   機器の種類・形態・被害状況等が多種多様であるほか、上述のように個別に考慮すべき事由が多数 

   存在することが確認された。この状況から、これらを時間的制約のある中で統一的に整理し、地震 

   対策を講じることは物理的に困難であることから、段階的にガイドラインを作成することとした。 

 

  2）まず、具体的な転倒防止対策を検討する上で骨格となる工学的見地に基づいた「技術指針」を作  

   成する。作成にあたっては、先行して作成された工学研究科のガイドラインで活用できる箇所を適 

   用するとともに、建築物設備設計指針や、民間工場における地震対策ガイドライン等をも参考とし、 

   機器並びに室内備品等の地震対策の基本的な判断基準とする。 

 



 

  3）続いて、この技術指針に則り、全学的に保有し被害も多かった研究室・事務室等において使用さ 

   れているパソコン等のＯＡ機器、保管庫や什器類等の全学的に多く共通するものを対象とし、実際 

   に行うべき地震対策の基本フローを示しながらわかりやすく実効性のある「基本ガイドライン」 

   （一般什器向けガイドライン）を作成する。 

 

  4）次に、教育研究用機器については上述したとおり個別に考慮すべき事由が多数存在することが確 

   認され、これらを時間的制約のある中で統一的に整理し、全学共通のガイドラインとして示すこと 

   は物理的に困難であることから、まずは全学的地震対策現地調査の検証結果を踏まえ、転倒防止対 

   策の参考となる代表的な事例について教育研究用機器対策事例編として取りまとめ配布する。 

    更に、これらの教育研究用機器について、地震対策を行う上での問題点・課題点を詳細に分析し、 

   先の技術指針に基づき可能な限りユーザーのニーズに適合するよう機器毎に分類した「実験機器向 

   けガイドライン」を作成する。 

 

 以上の基本方針に基づく活動内容及び作業工程の概略を示すと図１のとおりとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東日本大震災での被災 

工学研究科ガイドライン 

現地調査・業者ヒアリング 

（評価できる対策事例 

問題点・課題の抽出） 

室内備品の地震対策関連技

術指針、地震対策ガイドラ

インの調査 

東北大学教育研究用機器 

転倒防止技術指針の作成 

基本ガイドラインの作成 

（一般什器向けガイドライン） 

実験機器向けガイドラインの作成 

Ｈ２５年度 

Ｈ２６年度 

教育研究用機器転倒防止

ガイドラインＷＧ 

図１ 教育研究用機器転倒防止ガイドラインＷＧ活動内容と作業フロー 

Ｈ２４年度まで 
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1.  東日本大震災における研究室内の被害 

 
 東日本大震災では、写真１に示すような研究室の室内被害が数多く発生しました。緊急地震
速報の受信や適切な危険回避行動により、運よくけが人の発生などには至りませんでしたが、
室内空間の地震対策が不十分だったことが明らかとなりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、たとえL字金具で壁に固定していた場合でも長時間の繰り返しの揺れによる影響で引

き抜かれて転倒してしまったスチール製本棚もありました。技術的な裏付けをもった地震対策
が重要であることがわかります。 

 さらに、一般の耐震建物の場合は、建物の上階ほど揺れが激しくなります。最下階の揺れに
対して最上階の揺れの激しさは、3～5倍に増幅されることも珍しくありません。左側のグラフ
は東日本大震災における本棚、右側のグラフはコンピュータの階層ごとの被害発生率です。 

階層ごとの本棚の被害発生率 

○ 耐震建物は骨組みが激しい揺れに耐えるように設計されてい
ますが、室内空間は激しい揺れにさらされることに変わりは
ありません。 

○ 一つの建物の中でも上階の研究室ほどしっかりした地震対策
が求められます。 

○ 建物の骨組みの耐震性だけでなく、室内空間の安全性も確保
し、建物全体の総合安全性を高めることが重要です。 

階層ごとのコンピュータの 

落下・損傷発生率 

階
層

 

階
層

 

引き抜かれたL字金物 

写真1 青葉山キャンパス総合研究棟12階にあった研究室の室内被害の事例（東日本大震災）※ 

※本ガイドラインに掲載されている被害写真は、工学研究科等の地震被害調査報告書からの引用です。 
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2.  研究室内の安全な空間づくり 

   2.1 家具類の地震対策の基本フロー1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2.2 地震による負傷原因 

① 書庫や資料室、据え付け収納家具への集中収納により、研究室の日常的な執務空間に大き
な家具類を置かないように工夫しましょう。 

② 負傷や避難障害を発生しにくいレイアウト上の工夫を行うことが重要です。 

【詳しくはp3～】 

③ レイアウト上の対策をした上で、適切な転倒・落下・移動防止対策を行いましょう。 

【詳しくはp6～】 

 

 

 

 

 

 

近年発生した地震における家具類の転倒・落下・移動が原因のけが人の割合1) 

○ 近年我が国で発生した地震でけがをした原因を調べると、30

～50%の人が、家具類の転倒・落下・移動によるものでした。 

 

○ 家具類の転倒・落下・移動は、直接当たってけがをするだけで
なく、つまずいて転んだり、割れたガラスを踏んだり、避難経
路を塞いだりするなど、さまざまな危険をもたらします。 
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2.3 家具類の配置の工夫によるけがの予防 

 

○地震の揺れによる家具類の動きと被害 
 地震の揺れで家具類やOA機器が、どのような動きをして被害をもたらすかをまとめると次の
ようになります1)。 

 

 

 

 

 

 

○家具類の配置・物品の置き方 

 家具の置き場所は、使いやすさ第一のレイアウトにしがちですが、併せて地震時の安全も考
慮しておく必要があります。家具類を固定しておくことはもちろんですが、万が一固定してい
た器具が外れて転倒や移動をした場合でも、被害を受けにくいレイアウトの工夫を行うことが
必要です。 

 写真2は、東日本大震災において青葉山キャンパス総合研究棟12階にあった教授室の室内被害
の事例です。シェルフの壁への固定がされていない上に、教授のデスクに向かってシェルフが
倒れてきており、是正すべきポイントが多い事例となります。 

写真2 青葉山キャンパス総合研究棟12階に

あった教授室の室内被害の事例（東日本大
震災） 
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2.4 避難経路の閉塞防止 

 

 

写真3 青葉山キャンパスにあった
研究室での避難障害の事例（東日本
大震災） 
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2.5 研究室内の安全スペース 

 

 

○緊急地震速報の利活用とシステムの限界の理解 
 

 地震時のけがの防止には、緊急地震速報による大揺れまでの猶予時間を活用す
ることが極めて重要です。猶予時間は、発生した地震の震源から東北大学までの
距離（震源距離）によって変わりますが、震源距離が100km程度の宮城県沖地震
の場合は、10～15秒程度であることがわかっています。 

 ただし、長町－利府断層による地震の場合は、震源距離が10km程度となる直下
型地震であるため、緊急地震速報の猶予時間はほとんどありません。 

 従って、普段から安全・安心な室内空間づくりに取り組んでおくことが人的被
害の予防、研究室の早期再開を可能とします。 
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3.  家具類の転倒防災対策の方法 

   3.1 キャビネットの転倒防止対策  

 具体的な固定方法は、施設関係者や施工業者に相談してください。新規購
入の場合には家具メーカーに相談し、設置と同時に地震対策も実施してくだ
さい。技術的な地震対策方法は、付録の技術資料、及び東北大学教育研究用
機器転倒防止技術指針に記載されていますので参照してください。 

-6- 



3.2  書架・物品棚・移動ラックの転倒防止対策 

 

 

写真4 青葉山キャンパス総合研究
棟11階にあった研究室の連結書架
の被害事例（東日本大震災） 

-7- 



3.3 書架・物品棚・移動ラックの転倒防止対策の注意点 
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3.4 デスク周辺での注意点 
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3.5  パソコン・ディスプレイの転倒防止対策 

  

パソコン・ディスプレイの地震対策器具の例※※ 

写真5 パソコン本体・プリンタの落下被害の事例（東日本大震災） 

-10- 

※※この写真は、(株)リンテック２１のパンフレットからの引用です。 



3.6  冷蔵庫・電子レンジの地震対策 
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3.7  コピー機・引き出し型収納ラックの地震対策 

引き出し型の収納ラックの注意点 

写真6 引き出し型の収納ラックの被害事例（東日本大震災） 
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付録  技術資料 

 

A.  設計震度 

 本技術資料は、キャビネット・書架・物品棚等の転倒・移動防止を実施するに当たり、対策
を設計・施工する施設関係者、地震対策関係者、施工業者等向けに、定量的な計算方法に基づ
いた検討結果を踏まえて作成した具体的なアンカーの選定方法等を示すものです。 

 地震対策の外力となる地震力には「設計震度」が採用されています。また、「シェルフの壁
固定の方法」、「シェルフの自立固定の方法」では、具体的に床や壁へ固定するアンカーの種
類を示しました。各設置場所の状況に合わせた具体的な検討の際に、この資料を参考にしてく
ださい。 

 なお、地震対策の技術的な詳細については、「東北大学教育研究用機器転倒防止技術指針」
を参照してください。 
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B.  シェルフの壁固定の方法 
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C. シェルフの自立固定の方法 
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おわりに（地震時の行動のポイント） 

 
 地震の揺れを感じたり、緊急地震速報を受信したときは、まず身の安全を確保することが最
優先の行動となります。 

 丈夫なテーブルの下や、物が「落ちてこない」、「倒れてこない」、「移動してこない」安
全な場所（安全スペース）に身を寄せ、揺れがおさまるまでようすをみることで、けがを防止
することができます。研究室の中に安全スペースがない場合は、事前につくっておきましょう。 

 そして、室内空間の地震対策は、担当者だけで取り組むのではなく、研究室等の組織による
検討や対策が不可欠です。本ガイドラインによる機器の転倒防止が研究室等における安全・安
心な教育研究活動に役立てば幸いです。 

教育研究用機器転倒防止ガイドラインＷＧ委員一同 
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